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災害リスク認知を目的とした災害体験ゲームのための
問題作成支援法

牟田将史1,a) 浦野幸2 星野准一3,b)

概要：本稿では，災害リスク認知のための災害体験ゲームにおいて，ゲーム中に出題される問題の作成を
支援する方法を提案する．我々は，市民の日常生活の中での災害リスク認知を支援するために，スマート
フォンを利用した災害体験ゲームを提案している．災害体験ゲームでは，ユーザはスマートフォンを持ち
ながら実際に近くの避難場所まで歩きながら，途中で出題される，ユーザの位置に対応した災害に関する
クイズに回答する．このゲームは災害リスク認知に関する有用性が確認されている．しかし，問題を作成
できる人材を確保するのが困難であるという点で実用化の面で問題があった．本提案では，この問題を，
問題の作成者を災害に関する一般的，あるいは学術的なガイドラインを提供する「指導者」と，ガイドラ
インをもとに地域固有の状況に合わせた問題を作成する「管理者」に分割することで支援して解決する．

1. はじめに
2011年 3月 11日の東日本大震災では，津波や 原子力
発電所の炉心溶融など，従来の震災対策では対処しきれな
い事態が発生した．その結果，自治体が作成したハザード
マップで津波が押し寄せることが想定されていなかった施
設において，津波が押し寄せた際にとっさの判断ができず，
立ち往生を余儀なくされ甚大な被害が生じるといった報告
が数多くされた [1], [2]．これらを教訓として防災計画や災
害対策のあり方を見直し，災害発生状況に応じて市民自ら
が災害リスクを認知して意思決定できるようになることが
求められている．
災害が発生したときに迅速かつ的確な災害対応を行える
か否かは，それを実際に行う「人材」の資質によるところ
が大きい [3]．内閣府では人材育成に関する調査会の設置
やガイドラインの制定を通し，自治体の防災担当職員やボ
ランティア組織，NPOに対して災害の基本的考え方および
方策を学ぶ研修や訓練をしている [4]．一般市民は自治体
やボランティア組織などが開催する災害に関する講演会や
避難訓練に参加することで間接的に災害対応の方策を学ぶ
こととなっている．特に避難訓練は企業や学校などで定期
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的，組織的に行われており市民が参加する機会も多い．し
かしこれではあらかじめ想定された災害リスクの対処法し
か学べないため，各々の生活空間に存在する災害リスクは
理解しにくいと考えられる．例えば，避難訓練においては
「ある建物内にいる際に地震が起こった場合，どのような
経路で逃げてどこに集合すればいいか」といった知識を得
ることは出来る．しかし，「壁面が倒壊するおそれがある
ので建物の近くを歩くのを避ける」といったことや，「ガラ
スが散乱している可能性があるので必ず靴を履く」といっ
た一般的な知識を習得して，避難訓練を行った場所以外に
居たとしても柔軟に応用するといった力を身につけること
は難しいであろう．
当研究室では，政府の制定する災害対策法を，市民の生
活空間に存在する災害リスクと結びつけたゲームを市民に
提供することで，リスク認知能力と意思決定能力の習得を
支援するためのゲーム，Disaster Experience Game (DEG)[5]

を提案している．DEGは災害リスク認知支援に関する有
用性が確認されている．現在，DEGを地方自治体，NPO，
会社あるいは学校といった単位で構成されたコミュニティ
に対して全国各地に展開できる防災プラットフォームの実
現を目指している．図 1に概念を示す．これにより，各コ
ミュニティの状況に合わせた効果的な防災対策を行うこと
ができるようになると期待される．加えて，コミュニティ
の担当者や，政府の担当者はゲーム結果から市民のリスク
認知度を知ることができ，将来の防災対策に役立てること
も期待される．
プラットフォーム化を行うにあたって，現在は災害対策
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図 1 政府と市民間で災害リスク情報を共有するプラットフォームの概念図
Fig. 1 The concept of the platform to share counter disaster risk information between the government

and citizens.*2

に適切なゲームコンテンツの作成が難しいという問題があ
る．これは，コンテンツを作成する際には，防災に関する
学術的で一般的な知識を持っていることに加え，実施する
地域固有の状況に詳しい必要があり，全国でこの条件を満
たした人材を確保することは困難であるためである．
この問題を解決するため，本稿ではコンテンツの作成プ

ロセスを，1)政府の担当者や災害の専門家のような災害に
関する一般的な対策法の知見を持つ人が，その知見を「ガ
イドライン」としてシステムに登録する．2)地方自治体・
学校・会社といった単位で作成されたコミュニティの担当
者が登録されたガイドラインを参照し，ガイドラインをコ
ミュニティ固有の状況に結び付けたゲームコンテンツを提
供する．と 2つに分離することで，コンテンツの作成を支
援する手法とその実装を提案する．

2. 関連研究

災害時に被害を最小限にし，自身の安全を守るためには
災害リスクを正確に認知する必要があるものの，「イメージ
できない状況に対応する対策を講じることは基本的には無
理である」[6]ため，災害時の状況を再現する様々なシミュ
レーションツールが提案されている．目黒らは計算機上で
災害のシミュレーションを効率的に行えるアルゴリズムを
提案している [6], [7]．また Kobayashiらはテーブル型 UI

を用いた災害シミュレータ [8]を，坂井らはジオラマに災
害シミュレーションの CGを重ね合わせるシステム [9]を
提案している．これらの新しいビジュアルシミュレーショ
ンやインタフェースはより正確にリスクの認知と予測をす

*2 “Institution” symbol by Diego Naive
from thenounproject.com collection.
“Mortar Board” symbol by Ralf Schmitzer
from thenounproject.com collection.
“Texting” symbol by Juan Pablo Bravo
from thenounproject.com collection.

ることに貢献している．しかし，これらは実環境での行動
や意思決定については考慮されていない．
実環境での利用により着目したものとして，防災科学技

術研究所によるスマートフォンを用いて実環境の映像にハ
ザードマップや災害リスク情報を重ね合わせて提示する
「災害リスクファインダー」[10]がある．これは利用者が
周囲に存在する災害リスクを確認することを容易にするも
のの，自発的に学習を継続しにくい．末澤らが開発した思
考型避難訓練「こまった訓」[11]は，通常の避難訓練中に
進行管理者が介入して，目にアイマスクをする，腕をひも
で縛るなど，参加者を実際に「困らせる」ことで緊張感を
持たせ，常に災害リスクを考えさせる．しかし，避難訓練
のたびに専門家が直接介入する必要があり，全国規模での
運営は難しい．
このように，リスク情報の提示から二次災害の回避方法

や災害時の対処法など知識獲得のための一連の流れを体験
できる防災訓練はこれまで存在しなかった．そこで当研究
室では実環境において災害リスクを楽しみながら学べる
ゲームシステム，DEG[5]を開発した．これはスマートフォ
ンを用いて学校の教育現場や日常生活などの好きな時間に
災害時に起こりうる危険な状態（災害イベント）をゲーム
として体験し，状況把握と対処法を学ぶものである．本シ
ステムは災害リスク認知支援に関する有用性が確認でき，
被験者の訓練へのモチベーションの維持でも高い評価が得
られた．しかし現在のところ災害イベントを誰がどのよう
に作成するかに関しては考慮されておらず，この点に関し
て問題があった．DEGに関しては次節で詳しく説明する．

2.1 DEG
本章では，DEGにおいてどのようにゲームが進行するか
を説明する．まずユーザがスマートフォンで DEGを起動
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すると，「災害発生，近くの避難所まで避難してください」
の指示が表示される．同時にユーザの地理的な現在位置を
取得し，近くの避難所の位置および避難所までの経路を表
示する．
次に，ユーザは表示された避難所まで実際に歩いて移動
する．移動中には，ユーザの位置に合わせて，あらかじめ
位置情報と関連付けられた災害イベントが発生する．災害
イベントとは，災害発生時に特定の場所で想定される状況
を想定し，その状況下での対処法を問うクイズゲームであ
る．ユーザは発生したイベントに対して適切と思う対処法
を入力して回答する．回答後，ユーザの選択が正しかった
か，あるいは間違っていたかが表示され，間違っている場
合には正しい回答が表示される．ユーザは災害イベントへ
の遭遇と対処を繰り返しながら避難所まで歩き，避難所付
近に到着したことをシステムが認識するとゲーム終了と
なる．
災害イベントには「選択肢イベント」「タッチイベント」

「タイピングイベント」「行動イベント」の 4種類がある．
「選択肢イベント」は，4択までの選択肢から 1つ回答を選
ぶイベント，「タイピングイベント」は，回答を直接キー
ボードで入力するイベント，「タッチイベント」は表示され
た画像の一点をタップして回答するイベント，「行動イベ
ント」は定められた時間内に一定の距離を移動するイベン
トである．
以上より，DEGがユーザのリスク認知能力向上に寄与
するためには，ユーザがゲームを行うする地域で想定され
る，適切な内容を含んだ災害イベントがシステムに登録さ
れていることが必要となる．
しかし，現在のシステムでは災害イベントを作成するた
めの指針が提供されていなかった．実用化して全国でゲー
ムをプレイできるようにすることを考えると，1人または複
数の管理者が全国各地に災害イベントを設置する必要があ
る．しかし，体験する意義のある適切なイベントを作成す
るためには災害リスクを適切に評価できる専門的な知識が
必要となっている．加えて，その知識を具体的なイベント
に落とし込むために，イベントを設置する場所の地理や文
化，慣習を理解している必要もある．これら災害に関する
専門的な知識と地域固有の災害リスクの知識の両方を持っ
た適切な災害イベントを提供できる人は限られている．

3. システム構成
上述したように，災害に関する専門的な知識と，地域固
有の知識を持った人を日本全国から集めることは難しい．
本章ではこの問題を解決する方法に関して述べる．
災害に関する専門的な知識を身につけるためには，その
ための教育を受けることや，あるいは災害対策に関する業
務に長く関わることが必要となる．よって，専門的な知識
を持った人材は多くは居ないと考えられる．しかし，これ

Hypervisors	
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Participants	

Community 

Government / Specialists	

Community Community 

図 2 政府が制定するガイドラインと関連のある災害イベントを作成
するためのユーザロール

Fig. 2 Defined user rolls to provide the government-guideline-

compatible counter disaster games*4

らの知識は地域を問わず一般的に適用できるものである．
一方，地域固有の知識は，ある地域に長期間住むことで
得られると考えられる．特に自治体の防災対策担当者は彼
らの経験から潜在的に地域固有の災害リスクを認識してい
ることも想像でき，これらの知識を持っている人を探すこ
とは比較的容易であると思われる．一方，地域固有の知識
は当然他の地域には適用できない．
以上を踏まえ，日本各地に存在する膨大な数の災害リス
クから効率良く災害ゲームを作成するために，，1)災害対
策の専門家が専門的で一般的な知識（以下，ガイドライン
という）をシステムに登録する．2)地域住民からなる担当
者が，ガイドラインを参考にしながら，当該地域の災害イ
ベントを作成する．というように災害イベント作成プロセ
スを 2段階に分割する．

3.1 ユーザロール
上述した提案を実現するために，これまで 1)問題を作成
する「管理者」と 2)ゲームを体験する「一般ユーザ」の 2

種類のみであったユーザの種類を見直す．まず，地方自治
体や NPO，あるいは企業や学校など，DEGを展開する地
域の組織で構成されるグループである「コミュニティ」を
導入する．そして，ユーザロールを 1)ガイドラインを管理
し，全コミュニティに配布する「指導者」 2)ガイドライン
を参照したうえで，コミュニティの状況に応じた災害イベ
ントを作成する「管理者」3)，ゲームを体験する「参加者」
の 3種類の構成にする（図 2）．

3.2 システムの機能
システムは以下の a)から e)のように階層的に設計され
ており，各ユーザは利用目的に合ったシステムを利用する．
システムにユーザ登録を行う際にユーザがどのロールであ
*4 “User” symbol (middle) by Luis Prado

from thenounproject.com collection.
“User” symbols (bottom) by Lil Squid
from thenounproject.com collection.
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図 3 データモデル
Fig. 3 Data model used on the proposed system.

るかを登録し，ユーザはログイン時に適切な機能のみが利
用可能となる．なお，本稿の段階ではシステム全体の管理
者がユーザの登録申請を審査，承認し，正しいロールを設
定できることを想定している．
a) 災害ガイドライン管理
指導者が作成，管理を行い，管理者が閲覧を行うペー
ジ．代表的な災害リスクに対する対処法を掲載する．

b) 避難所管理
コミュニティが管理する避難所のデータを管理する
ページ．後述する災害ゲームは，ユーザの現在地から
近い避難所まで実際に移動し，その最中で災害イベン
トが発生するという形式となっている．このため，避
難所の情報を登録する必要がある．

c) 災害イベント管理
管理者が作成，管理を行うページ．災害ガイドライン
を参考に，管理者が災害イベントを作成する．

d) 災害ゲーム
参加者が災害イベントをゲーム形式で体験するページ．
図 3 にシステムが利用するデータ構造の概念スキーマ
を示す．各矩形がテーブルを，矩形内の項目が各テーブル
が持つ属性を表す．点線のついた項目は外部キーであり，
矢印の先のテーブルに依存している．なお各テーブルはレ
コードの IDとなる属性を主キーとして持つが，図中では
省略した．
3.2.1 災害ガイドライン管理
指導者と管理者がログインすると災害ガイドラインの
ページが表示されるが，指導者のみ編集できる．ここでは，
国の災害対策に則った代表的な災害リスクに対する対処法
と，災害イベント作成に関する注意点が掲載される (図 4)．
また各ガイドラインを基にして作成された災害イベントの
一覧を，指導者はすべて，管理者は管理するコミュニティ
について作成されたものについて見ることができる．
ガイドラインは，ガイドライン名，内容，対処法，カテ
ゴリ，重要度，作成者，更新者，最終更新日時の情報を持

図 4 災害ガイドライン管理画面
Fig. 4 Disaster guidelines management view.

図 5 災害イベント管理画面
Fig. 5 Disaster events management view.

つデータとして作成され，ガイドライン DBに登録される．
3.2.2 避難所管理
管理者はこのページで避難所を設定できる．ここで設定
した避難所は災害ゲームの中で避難先として利用される．
避難所は，避難所の名前，避難所が属するコミュニティ，
避難所の緯度経度，及び避難所に関する備考の情報を持つ
データとして避難所 DBに登録される．
3.2.3 災害イベント管理
管理者は，管理するコミュニティに存在する災害リスク
を認知するための災害イベントを，災害ガイドラインを参
考にしながら作成する．災害ゲームはこの災害イベントに
基づき進行する．災害イベントの種類には，[5]で提案さ
れている「選択肢イベント」「タッチイベント」「タイピン
グイベント」「行動イベント」がある．
災害イベントはイベントが作成されたコミュニティ，災
害イベント名，問題，解答，カテゴリ，イベントの発生位
置，基となったガイドライン，作成者，最終更新者，最終
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図 6 災害体験ゲーム: 近くの避難所表示画面
Fig. 6 Disaster experience game: showing the route to the nearest refuge.

図 7 災害体験ゲーム: 問題出題画面
Fig. 7 Disaster experience game: an example of the questions.

図 8 災害体験ゲーム: ゲーム結果表示画面
Fig. 8 Disaster experience game: result.

更新日時及び知力や行動力のようなゲームに関連した情報
を持つデータとして作成され，災害イベント DBに登録さ
れる．また，災害イベントの種類に応じて追加のデータも
含まれる．追加のデータとは例えば「選択肢イベント」の
場合は選択肢の内容（誤った回答集）である．
災害イベントが災害ガイドラインの情報を持つことで，
指導者は各コミュニティでどのガイドラインに基づきどの
ようなイベントが作成されたか知ることができる (図 5)．
3.2.4 災害ゲーム
参加者はスマートフォンを使い災害ゲームを進行する．

ゲームは [5]で提案されている方法に基づき進行する．
ゲームを起動すると，ユーザの現在地に近い避難所が提
示され，その避難所までの経路が Google Maps API[12]を
利用して生成した地図上に表示される (図 6)．ユーザは避
難所を目指し移動を開始する．ユーザの位置に応じて登録
された災害イベントがユーザに提示され，ユーザは回答す
る (図 7)．回答後は正解だったか，あるいは不正解だった
かと，不正解だった場合は正解が表示され，答え合わせが
行える (図 8)．

4. 実験
本システムにより，[5]で問題となっていた災害イベン
ト作成が困難であるという点が改善され，政府の提供する
災害対策法を参考にすることによって，災害の専門でなく
とも，生活空間に結びつけた災害対策法を作成できるよう
になることを示す．災害リスクをゲーム形式で提示するこ
とによって，ユーザのリスク認知能力が向上することは [5]

によって示されているため，本稿では災害イベント作成が
容易になったことに関してのみ評価を行う．
実験では事前に，筆者が政府や各自治体が公開している
防災ガイドラインを参考にして，ガイドラインのデータを
作成した．その後，実験参加者は本システムを利用して，
筑波大学周辺の災害リスクを意識した災害イベントを，1

時間で作れる限り作成するタスクを行った．実験前には各
参加者に対してシステムで実施される災害ゲームについ
て説明し，できるだけゲーム内容を意識して筑波大学周辺
の災害リスク認知に役立つような問題を作成するように
指示した．ただし思いつかない場合は，必ずしも筑波大学
内災害リスクにかぎらず，災害に関する一般的な問題を作
成しても良いものとした．実験参加者を実験群と統制群の
2つに分け，実験群のグループでは筆者により登録された
ガイドラインを見て，必ずガイドラインに沿ったイベント
を作成するように指示した．一方統制群にはガイドライン
を見せずに自由にイベントを作成するように指示した．実
験の間，参考資料として地図サイトや Googleストリート
ビュー [13]を含むWebサイトを参照することや，手持ち
の資料を閲覧することは両群に対して許可した．
参加者は各群 5人ずつで，いずれの実験参加者も，学校
や職場で行われた避難訓練や災害対応の講演会，あるいは
研修への参加をのぞいて災害に関して専門的な学習を行っ
たことはない．特に 1名は避難訓練等も含めて災害対応の
学習を行ったことがまったく無い．またいずれの参加者も
日常的に筑波大学構内で生活しており，周辺の地理に明る
い．参加者の中には東日本大震災の発生時に筑波大学周辺
で生活していた者も含まれる．
実験終了後，表 1の項目についてアンケート調査を行っ
た．ただし，Q1は実験群に対してのみ質問した．
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表 1 アンケート項目
Table 1 Questionnarie items.

Q1. 提供したガイドラインは問題を作成する上で参考
になりましたか？（1:参考にならなかった, 2:あま
り参考にならなかった, 3:どちらでもない, 4:少し
参考になった, 5: 参考になった）

Q2. 問題を作成する過程で難しかったことを教えて下
さい（自由記述）

Q3. コメントや感想があれば教えて下さい（自由記述）

Without guidelines With guidelines
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図 9 災害イベント作成数の平均
Fig. 9 Comparison: average number of created disaster events.

4.1 実験結果
4.1.1 作成された災害イベント数
統制群では合計 28個，実験群では合計 44個の災害イベ
ントが作成された．作成された災害イベントを検証したと
ころ，統制群では災害時の行動として不適切な災害イベン
トが 2つ含まれていた．実験群では作成された災害イベン
トはすべて適切なものであった．以降，統制群については
不適切な災害イベントを除外した 26個に関して議論する．
図 9に各群において 1人が作成した災害イベントの平均
個数を示す．エラーバーは標準誤差である．統制群では平
均 5.2個，実験群では平均 8.8個であり．標準誤差はそれ
ぞれ 0.58，0.20となった．この結果についてWelchの t検
定 [14]を行った結果，有意水準 1%のもとで有意差が認め
られた (t(4.93) = 5.84, p = 0.0021)．
4.1.2 作成された災害イベントがカバーする

災害リスクの広さ
次に，作成された災害イベントを，想定している災害リ
スクへの対処法（例えば，「ガラスの落下に注意する」「橋か
ら離れる」など）ごとにカテゴリ化し，各群がどれくらい
広い範囲の災害リスクをカバーできたかを検討した．図 10
に各群において 1人が作成した災害イベントカテゴリの平
均個数を示す．エラーバーは標準誤差である．統制群では
平均 4.4個，実験群では平均 8.4個であり．標準誤差はそ
れぞれ 0.68，0.25となった．この結果についてWelchの t

検定を行った結果，有意水準 1%のもとで有意差が認めら
れた (t(5.02) = 5.55, p = 0.0026)．
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図 10 災害イベントカテゴリ数の平均
Fig. 10 Comparison: average number of kind of disaster risks covered

by created events.

Ratio of the answers

useless
almost useless
neither useful nor useless
slightly useful
useful

図 11 Q1 への回答
Fig. 11 Result of Q1.

特徴的なカテゴリとしては，「ガラスの落下に注意する」
に分類された問題が，統制群で 5つ，実験群で 6つと両群
で最も多く作成されていた．「AEDを使用可能な最低年齢」
や「人工呼吸の方法」といった，傷病者を発見した際の救
急救命法に関するガイドラインは統制群では見られず，実
験群でのみ複数個作成されていた．逆に，「歩道橋から離
れる」に分類された問題は，統制群では 5つ作成されてい
たものの，実験群では作成されていなかった．
4.1.3 ガイドラインの有効性の主観評価
図 11 にアンケートの Q1 に対する回答の割合を示す．

「参考にならなかった」，「あまり参考にならなかった」の回
答はなく，「どちらでもない」，「少し参考になった」と回答
した参加者の割合はそれぞれ 20%，「参考になった」と回
答した参加者の割合は 60%であった．
4.1.4 自由記述
自由記述としたアンケートの Q2，Q3 では表 2 および
表 3のような回答が寄せられた．

5. 考察
実験結果より，災害ガイドラインを見せてイベントを作
成させた場合は，ガイドラインを見せずにイベントを作成
させた場合よりも有意に多くの災害イベントを作成できる
ことが明らかになった．また，ただ問題数が多いというだ
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表 2 Q2 への回答
Table 2 Results of Q2.

統制群:

• どういった状況が想定されて，何をするのが正しい
のかを毎回検索するのが大変だった．特にどんな状
況が想定されるかを考えるのが難しかった．

• 自分の知っている知識を問題形式にするのが難し
かった

• リファレンスをほとんど見なかったので，正しくな
い問題を作ってしまったかもしれない．

実験群:

• ユーザが迷いそうな不正解の選択肢を作成すること
が難しかった．

• 提示されたガイドラインに書かれている内容を想定
できるような場所が筑波大学構内には少なかった．

• 具体的な問題をあまり作れず，一般論的な問題ばか
りになってしまった．

表 3 Q3 への回答
Table 3 Results of Q3.

• 行動イベントは問題が作りづらかった．移動距離よ
りも移動先の場所を指定できたほうが良い．

• 今回は Googleストリートビューを参考にしたが，実
際にその場に足を運んで考えるとより災害時の状況
をイメージしやすくなると思う．

• UI はモダンで分かりやすかった．
• （統制群）問題を作るのは意外と難しかった．正解
とした選択肢が本当に正しいという確証や，不正解
とした選択肢が本当に間違っているという確証が持
てなかった

• （実験群）ガイドラインを自分の住んでいる街に当
てはめることで問題がつくりやすかった．また問題
を作りながら勉強になった．

けでなく，作成された災害イベントがカバーする災害リス
クの種類も有意に多いことが明らかになった．これらの結
果から，災害ガイドラインを提示することで，効果的な災
害イベントを作成しやすくなったと言えるだろう．加えて
アンケートの Q1において，ガイドラインが「少し参考に
なった」「参考になった」と答えた実験者は 80%に達して
おり，また Q3の自由記述でも「ガイドラインがあること
で問題が作りやすかった」との回答が見られ，実験参加者
の主観的にもガイドラインの提示により災害イベントが作
成しやすくなったことが示されている．加えて，Q2およ
び Q3において，統制群の実験参加者からは「自分が作る
問題が本当に正しいのか確証が持てない」という回答が上
がっているが，実験群の参加者からはこのような回答は得
られなかった．このことから，ガイドラインにより問題の
基準を与えることは，災害イベントの信頼性を担保するだ
けでなく，イベントの作成者が安心して問題を作ることが

できるようにする利点もあると考えられる．
作成された災害イベントに着目すると，「ガラスの落下
に注意する」に分類された問題が，両群で最も多く作成さ
れていた．これは，筑波大学構内には教室や研究室，各種
実習室など窓のある建物が多く存在することに加え，東日
本大震災の際には実際に複数の建物でガラスが落下してい
たために「ガラスの落下に注意」することが常識的な災害
リスクとなっており，またこの項目が提示したガイドライ
ンにも含まれていたからだと考えられる．一方，統制群で
救急救命法に関連した災害イベントが作成されなかったの
は，災害発生時を想像した時に，周りの土地や建物といっ
た環境に関してはある程度意識できたものの，自分の周り
に他人が存在して，かつ怪我をしているかもしれないとい
う状況を意識できていなかったためでは無いかと考えら
れる．この点でガイドラインが視野を広げる役割をしたと
考えられる．逆に，統制群では「橋から離れる」に分類さ
れる問題が多く作成されたものの，実験群では作成されな
かった．これは，東日本大震災大震災の時に構内の歩道橋
が大きくダメージを受け，場所によっては通行止めとなっ
たこともあり，歩道橋を含む橋が崩壊しやすいということ
は，窓ガラスの落下と同様常識的な災害リスクになってい
たにもかかわらず，今回提示したガイドラインの中に当該
項目が含まれていなかったためであったと思われる．この
ことから，ガイドラインを過不足なく正確に作る必要性が
改めて示唆される．
以上より，問題作成部を，指導者によるガイドラインの
登録と，管理者によるガイドラインを参考にした災害イベ
ントの作成に分離することで，政府の災害対策法を効果的
に市民の生活空間の状況と結びついた形で市民に提供でき
たといえる．しかしながら，今回の実験の範囲ではガイド
ラインを見せたかどうかが実際のゲームを体験したユーザ
のリスク認知能力の向上に役だったかどうかに関しては検
証できていない．このため，実験参加者にゲームを体験し
てもらった際に，リスク認知能力がどう変化するかを調べ
る追加の実験が必要である．この点に関して検証は不足し
ているものの，災害イベントの作成者にガイドラインを見
せることで，ゲームを体験するユーザが遭遇する災害イベ
ントの数が多くなり，よりリスク認知能力が向上すること
が想像できる．
システムに対する意見としては，自由記述において UI

の分かりやすさが評価された一方，現在の実装では行動イ
ベントが作りにくいという指摘がなされた．また，Q1に
関して実験群からはガイドラインを見て，どういう一般的
な災害リスクとその対処が存在するかはわかっても，自分
の周りからガイドラインを適用できる場所を探すのが大変
だったり，不正解の選択肢も含めてクイズとして完成させ
る部分に困難さがあることがわかった．実際に，作成され
た災害イベントを見ると，筑波大学構内を想定してイベン
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トを作成したにもかかわらず，「津波が発生した場合はど
うするか」といったような地理的に発生が想定しにくいイ
ベントがみられた．また，「ガラス張りの建物のそばでは
どうするか」といったような，実環境の状況と結びつかず，
ガイドラインの文言をそのまま問題形式にしたようなイベ
ントも作成されていた（この例では，「高層の研究棟が揺れ
ている．どうしようか」のようなイベントのほうが実環境
の状況と結びついており，より望ましいといえる）．
これらの問題を解決して，よりガイドラインを身近な環
境に落とし込むための方法が必要とされている．例えば，
Googleストリートビューをシステムに組み込み，地域の仮
想ウォークスルーを行いながら災害イベントを配置する機
能が考えられる．これにより，現地の状況を視覚的に知る
ことができ，ガイドラインを結び付けられる場所が探しや
すくなると考えられる．
また，今回は災害対応に関する業務に関わっていない一
般の人を実験参加者として選んだ．ガイドラインを実環境
に結び付けられにくかったのはこの影響もあったのでは
ないかと考えられる．本システムにおいて災害イベント作
成を行う管理者は，本来コミュニティにおける防災担当者
を想定しているため，地域の災害リスクを探そうとする意
識は一般の人よりも高いと思われる．このことを踏まえた
詳細な検討が必要である．例えば，一度現地でフィールド
ワークを行った後で災害イベントを作成する実験を行うこ
とや，あるいは実際に自治体や企業等の防災担当者に使っ
てもらうことが挙げられる．

6. おわりに
本稿では，政府の制定する災害対策法を市民の生活空間
に存在する災害リスクと結びつけたゲームを提供して市民
のリスク認知及び意思決定能力の習得を支援するためのプ
ラットフォームにおいて，有用なゲームコンテンツの効率
的な制作を支援する方法を提案した．本提案は，問題の作
成者を政府の指導者とコミュニティの管理者に分割するこ
とで，国が提案する災害対策法を基にして，地域の状況に
あわせた問題制作ができるものである．
このシステムを利用して実験を行ったところ，従来の何
も参考にせずに問題を作成するシステムと比較して，災害
対策法を参考にして問題を作成することができるシステム
では，災害に関する知識を持たない人でも容易に多くの災
害イベントを作成できることが示された．このことが実際
にゲームを体験したユーザのリスク認知能力に対してどの
ような影響を及ぼすかについては更なる実験による検証が
必要であるものの，ユーザが体験できる災害イベントの数
が増える事により，よりリスク認知能力が向上することが
期待できる．
今後の課題として，5 章で挙げた，Google ストリート
ビューを用いた災害イベント作成支援機能の実装や実験条

件を見なおした上での詳細な検討を行いたい．加えて，災
害イベントを作成する際にガイドラインを見せたか，ある
いは見せなかったかということがゲームを体験したユーザ
のリスク認知能力にどう影響したかの検証を行い，またシ
ステムを長期的に運用した上でフィードバック機能から得
られる知見を分析したい．
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